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前回会議の振り返り・今後の部会の進め方



JR西日本の発言①

1

美祢線に対する当社の考え方 ※JR西作成資料(第1回復旧検討部会)を基に作成



鉄道での復旧費等について

２

JR西日本の発言②

※JR西作成資料(第1回復旧検討部会)を基に作成



自治体の発言

■ JR“単独”の意味

河川改修が完了し、被災リスクが無い場合でも“単独”での復旧は困難か

約５８億円以上の復旧費を“単独”で拠出することは困難という意味合いも含まれているか

■ 復旧費の整理

復旧費における国補助制度の対象経費と対象外経費を整理すべきではないか

■ ローカル線を内部補助で維持する考え
国鉄改革時の基本的な考えによれば、黒字のJRにおいて維持することが最も持続可能ではないか

可能であれば中国運輸局に国としての見解を求めてはどうか

３

■ 山陰線の復旧について

美祢線よりも輸送密度が低い山陰線を単独で復旧することと整合性がとれているのか



第1回会議における検討内容の整理

鉄道による復旧の整理・検討

■ 第２回会議に中国運輸局をオブザーバーとして招聘する

■ 復旧費における国の災害復旧助成制度（鉄軌道整備法）の補助対象経費を整理する

■ JR西日本は、JR単独の意味及び山陰線の復旧についての考えを第２回会議で提示する

■ JR西日本は、ローカル鉄道を内部補助により維持するという意見に対する考えを第２回会議で提示する

■ ローカル鉄道を内部補助により維持するという国の見解を第２回会議で中国運輸局に可能な限り発言いただく

■ JR西日本は、復旧した鉄道の事業構造（運営形態）の変更等に関する考えを第２回会議で提示する

鉄道以外のモードによる復旧の整理・検討

■ 第2回会議で鉄道以外のモードで復旧した事例を共有する

復旧後の利便性向上に向けた調査・実証

■ 実証実験における増便や快速便、ダイヤ設定等の細部は、地元の意向も反映されたものとする

■ 第2回会議に山口大学の榊原教授をオブザーバーとして招聘する

４



最終報告（取りまとめ）のイメージ

項 目
鉄道による復旧 鉄道以外による復旧

●●● ●●● ●●● ●●● ●●● ●●●

国補助の活用 …

イニシャルコスト …

復旧期間 …

ランニングコスト …

速達性 …

定時性 …

災害耐性
（災害等に対する運行安定性）

…

運行頻度 …

… …

… …

５

※上表の最終報告（取りまとめ）は、あくまでもイメージです。項目等については、議論の中で変更する可能性があります。



鉄道による復旧の整理・検討



概算復旧費の整理

２０１０年
（平成22年）

約５８億以上約13億

前回災害
の復旧費
（実績）

第６橋梁
改築費
（約２２億）

その他
補修費
（約１０億）

補強対策等
工事費
（約２６億）

２０２３年
（令和５年）

平成22年災害の復旧費と比べて

約４倍以上

物価や人件費等の高騰

山間部のため工事の難易度が高い

河川改修への対応が必要

７

JR西日本作成資料を基に作成



８

国の災害復旧助成制度（鉄軌道整備法）とは



補助対象経費の整理

９

約22億円 約１０億円

１０橋梁の補強対策工事に要する費用

約２６億円

約３２億円

補助対象の可能性あり 補助対象外

約２６億円

約58億円以上

概算復旧費

※JR西日本作成資料を基に補助対象経費の内訳を中国運輸局に確認し整理したものです。状況によって、補助対象経費の額が変更となる場合があります。

※災害による直接的被害ではないため補助対象外となる

※厚狭川に架かる１０橋梁の補強対策工事を河川改修に伴い実施
する場合、復旧費用について、別途協議

※第６橋梁を、河川改修を前提とした構造形式で復旧する場合、復旧費について、
別途協議



事業構造を変更せずに国の災害復旧助成制度を活用した場合の復旧費の負担割合

復旧費 国 自治体 JR西日本

補助対象経費 ３２億円 ８億円 ８億円 １６億円

補助対象外経費 ２６億円 ー ー ２６億円

計 ５８億円 ８億円 ８億円 ４２億円

８億円

自治体の負担額

特別交付税措置 ５０％充当自治体の実質的な負担額

４億円 ４億円

国土交通省公表資料（国の災害復旧助成制度）を基に作成

（補助率１/４） （補助率１/４） （補助率１/２）

１０

32億円が全て補助対象になったと仮定した場合



事業構造を変更した場合の国の災害復旧助成制度の負担割合

負担割合

国 自治体 JR西日本

１/４ １/４ 1/2

国 自治体 JR西日本

１/３ １/３ 1/３

事業構造の変更（上下分離等）により

経営改善の見直しを行う場合、国と自治体の負担割合を

１/３
に引き上げることが可能

１/４ 以内

国土交通省公表資料（国の災害復旧助成制度）を基に作成

1１



事業構造を変更して国の災害復旧助成制度を活用した場合の復旧費の負担割合

復旧費 国 自治体 JR西日本

補助対象経費 ３２億円 10.6億円 10.6億円 10.6億円

補助対象外経費 ２６億円 ー

計 ５８億円 10.6億円

10.6億円
自治体の負担額

特別交付税措置 ５０％充当自治体の実質的な負担額

5.3億円 ５.３億円

1２

国土交通省公表資料（国の災害復旧助成制度）を基に作成

（補助率１/３） （補助率１/３） （補助率１/３）

※対象外経費の負担の在り方は、今後要調整

10.6億円 ＋ α 10.6億円 ＋ β

２6億円 ＋（＝ α β）

32億円が全て補助対象になったと仮定した場合



２０２４年１０月３１日

JR美祢線利用促進協議会
第 ２ 回 復 旧 検 討 部 会

ご説明資料



復旧した鉄道の事業構造（運営形態）などについての当社の考え

1４



参考資料：只見線の事例

https://www.mlit.go.jp/tetudo/content/001464076.pdf

「第１回 鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会」

【資料４】JR東日本説明資料 P７～P９
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参考資料：事業構造（運営形態）の例

『国土交通省 令和５年度 政策レビュー結果 地方部の鉄道の維持・活性化』より抜粋
1６



鉄道以外のモードによる復旧の整理・検討



「地域公共交通再構築事業」の活用事例（福岡県東峰村（日田彦山線BRT）

１．事業概要

平成29年に被災・運休したJR日田彦山線（福岡～大分）が令
和5年8月よりEVバスによるBRTとして復活したことから、 東峰村内
のBRT駅舎を整備するとともに、BRT駅舎へのアクセス改善を行う。

２．事業効果

BRT 駅舎周辺の整備による公共交通の利便性向上及び地域活
性化による観光客等の利用者数の増加

３．事業期間

令和5年度～令和6年度

４．地域公共交通計画における目標値（R5→R9）

村内タクシー利用者（初年度2750人→二年目以降3650人）

地域交通満足度向上 85％

・BRTからの二次アクセスの整備

BRTに接続する自家用有償旅客運送を導入し、村内での移動利便性

の向上

・BRT駅舎及び周辺施設の整備

①筑前岩屋 駅の利便性向上、アクセス整備（レンタサイクル等）

②大行司 駐車場・駐輪場の整備・トイレ等の整備

③宝珠山 駅及び駅前空間の整備

利便増進事業内容

●福岡県東峰村では、３つのBRT停留所について、単に停留所とするのではなく、乗合タクシーや自家用有償旅客運送等の他
の地域交通の結節点としての機能を持たせる目的で、駅舎や駐車場の整備のほか、パーソナルモビリティの設置等を行い、公
共交通の利便性向上を図る。

【運行事業者】 ＪＲ九州バス株式会社
【運行区間】 添田～日田 約40km （幹線補助系統）

（専用道区間（彦山～宝珠山）14.1ｋｍ）

バス転換区間

筑前岩屋駅

大行司駅

宝珠山駅

1８



BRT転換後の新しい交通体系事例（気仙沼線・大船渡線・日田彦山線）

利
便
性
の
向
上

JRが土地、車両、駅・停留所、専用道を保有し、地元バス事業者やJRグループ会社に運行業務を委託

利
便
性
の
向
上

BRT転換による利便性向上

気仙沼線・大船渡線 （JR東日本）：東日本大震災による被災から、BRTにより完全復旧。
日田彦山線（ＪＲ九州） ：平成29年７月九州北部豪雨による被災から、BRTにより復旧が決定。令和５年８月２８日に
開業予定。

運
行
主
体

【気仙沼線・大船渡線】
・地元バス事業者に運行を委託

【日田彦山線】
・JR九州バスに運行を委託

増便（乗車機会）

鉄道 BRT

気仙沼線
22本
（90分）

65本
（106分）

大船渡線
19本
（65分）

53本
（77分）

※いずれも最大本数となる区間、
最短となる系統を記載（R5.2時点）

時刻表への掲載

DX・GX車両の導入

鉄道との乗り継ぎ利便性向上（対面乗り換え化）

運行ルートの工夫

利用者の声（気仙沼線・大船渡線）

・運賃も鉄道並みであり利用しやすい。運行本数が増えて便利になった。

・買い物がしやすい場所や病院前に駅が設置されて便利になった。

・交通系ICカード導入により、スムーズに乗降できる。

・スピードや到達時分、運行の安定性についても概ね満足・不都合ない。

役場・病院への乗入れ（気仙沼線・大船渡線）
専用道と一般道を組み合わせた運行ルート

（日田彦山線）

1９
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復旧後の利便性向上に向けた調査・実証



実証実験の概要①

２２



実証実験の概要②

２３



実証実験の利用状況（速報値：10月１日～10月18日）

代行バスの１日平均乗車人数

2024年９月 2024年10月 参考：2023年10月

4１９

４７１

４２５

※2024年10月については、10月１日～18日

１１２％
（約50人増）

上り
長門市⇒厚狭

上り
長門市⇒厚狭

上り
長門市⇒厚狭

下り
厚狭⇒長門市

下り
厚狭⇒長門市

下り
厚狭⇒長門市
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利用意向調査（アンケートの実施）

調査の目的

代行バスを増便した実証実験における利用満足度や沿線住民等の利用ニーズを把握する

調査の概要

手段 方法 主な質問内容 調査数

乗降調査
調査員が代行バス乗車し、直接
アンケート用紙を配付する

個人属性（高校生、高齢者、観光客等）

利用目的、乗降場所
実証実験における利用満足度
実際に求めるサービス水準
サービスを改善した場合の今後の利用可能性

300人

沿線住民
アンケート

アンケートの対象者を無作為抽
出により選定しアンケート用紙を
郵送する

個人属性（居住地、年齢、代行バス運行前の美祢線利用の有無）

実際に求めるサービス水準
サービスを改善した場合の今後の利用可能性

6,000人

街頭
インタビュー

調査員が主要駅等で直接聞き
取り調査を行う

個人属性（居住地、年齢、代行バス運行前の美祢線利用の有無）

実際に求めるサービス水準
サービスを改善した場合の今後の利用可能性

１００人

２５



今後の予定

実
証
実
験
開
始

１０月１日 ３月２１日１１月

実
証
実
験
終
了

１２月 １月 ２月

実証実験

乗降調査・アンケート・街頭インタビュー

２０２４ ２０２５

随時集計

利
用
意
向
調
査 分析・検証

２６


